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Ⅰ.行財政改革 

１．行政の透明化推進と情報発信の充実強化  

〇（仮称）公文書管理条例を策定し、指定管理者・外郭団体等も対象とすること。 

（回答）総務課 

 公文書管理については、文書の取扱いの厳格化を図るため、平成３０年１２月にさいた

ま市文書規則の改正を実施するとともに、令和２年３月に文書事務の手引の改正等、令和

３年度には、庁内の文書管理に関する職員向けのマニュアルの改訂を行ったところです。 

 この規則及び手引等に基づき適正に事務処理が行われるよう、職員研修や各所管に対す

る指導などを実施することにより更なる文書事務の適正化に努めてまいります。 

  ・文書管理事業 ５８８，４６９千円の内数 

 

〇公文書館機能を導入し、保管場所の縮小・保存期間の延長や保存対象の拡大を行うため、

歴史資料としてそれ自体に価値があると評価できる媒体を除いた上で、紙とマイクロフィ

ルムでの保管を原則中止し、既存の資料をデジタル化してデータでの保管に切り替えるこ

と。 

（回答）総務課、アーカイブズセンター 

 公文書館機能については、今後も増加する歴史資料を見据え、その機能の充実を図るた

め、収蔵スペース等の施設規模や人員体制などの諸課題を引き続き研究していくほか、当

面は、これまで収集した歴史資料及び市史編さんなどで新たに収集した歴史資料の効果的

な整理、保存、活用を中心に公文書館機能の整備を進めてまいります。 

 紙とマイクロフィルムでの保管の原則中止及び既存の資料のデジタル化については、原

本性の確保の観点等もあることから、他指定都市等の動向に注視しながら、研究してまい

ります。 

  ・文書管理事業 ５８８，４６９千円の内数 

 

〇市史編さんにあたっては、科学的な歴史の知見を重視し、さまざまな立場から、公正な

議論が行える環境を整えること。 

（回答）アーカイブズセンター 

 市史編さんにあたっては、調査研究を担当する専門部会の部会長で組織する「専門部会

連絡調整会議」において監修を行い、市史の構成・内容についての議論を行っております。

また、学識経験者や関係団体の代表者、公募による市民の方等で構成する「さいたま市史

編さん審議会」においても、市史編さんに関して審議を行うこととし、様々な立場から議

論をいただいております。引き続き、これらの関係機関と緊密に連携を図りながら、より

完成度の高い市史を刊行して参ります。 

  ・市史編さん事業 ５７，８９１千円の内数 

 

２．持続可能な行財政運営とコンプライアンスの徹底  

〇自治体ＤＸを推進し、ワンストップの市民まるごとオンライン相談窓口の設置をするこ
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と。 

（回答）デジタル改革推進部 

 ワンストップのオンライン相談窓口については、窓口デジタル化の一環として、まずは

既存窓口での相談をオンラインで実現することを検討しております。実現にはデジタルデ

バイドなど利用者に配慮した機能も充実させる必要があるため、引き続き、関係部署と連

携を図りながら、さいたま市デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）推進本部におい

て検討してまいります。 

 

〇職員の「働き方改革」による業務大幅見直しをするとともに、労働安全・衛生体制を充

実すること。 

（回答）行財政改革推進部、デジタル改革推進部、人事課 外 

 職員の働き方改革の推進については、ＲＰＡやノーコード・ローコードをはじめとする

デジタル技術の活用や、執務室への無線ＬＡＮ設備の導入等を含むペーパーレスで業務が

できる環境の整備等、デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）に関する取組により業

務の効率化や見直しを図ります。 

 また、テレワーク実施の定着をはじめとする多様な働き方への対応を進めてまいります。 

  ・行財政改革推進事業（一部） ３３６千円 

  ・情報インフラ等環境整備推進事業（一部） １４９，６４７千円 

  ・人事管理事務事業（一部） １８５，８４８千円 外 

 

（回答）職員課 

 職員の安全衛生体制については、各事業場における常時勤務する職員数に関わらず、職

員は安全衛生委員会に所属するとともに、産業医、保健師等の産業保健スタッフによる健

康管理施策を実施しております。引き続き、職員が安心して働き続けられる職場環境の整

備に努めてまいります。 

  ・職員安全衛生管理事業（職員課） １５７，４３９千円の内数 

  ・職員人件費（職員課）（職員安全衛生管理事業） １１，０２７千円 

 

〇人権政策部を新設し、人権政策課（多文化共生を含む）とジェンダー平等推進課（ＬＧ

ＢＴＱを含む）を設置すること。 

（回答）人権政策・男女共同参画課 

 人権政策及びジェンダー平等の推進については、人権政策・男女共同参画課を所管課と

し、市長を本部長とする「さいたま市人権教育及び人権啓発推進本部」、「さいたま市男女

共同参画推進本部」を設置して、全庁的な取組を実施しております。今後におきましては、

人権課題への取り組みやジェンダー平等の一層の推進へ向けて、より効果的な組織の在り

方について、検討をしてまいります。 

 

〇会計年度任用職員の人員配置及び処遇の改善に努めること。 
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（回答）人事課、職員課 

 会計年度任用職員の人員配置については、各所属における業務量や業務内容等を踏まえ

て、必要な勤務体制が確保できるよう適正な配置に努めてまいります。 

 処遇の改善に関し、休暇制度については、国の非常勤職員との権衡を考慮して検討して

まいります。また、給与については、常勤職員との権衡を考慮するとともに、人材確保の

観点や民間企業の給与水準、または他団体の同様の職種の給与水準と比較し、適切かどう

か決定しているところであり、引き続き、適正な給与水準の確保に努めてまいります。 

 

〇都市計画法違反、農地法違反に対処する措置を抜本的にとること。人員体制、組織の独

立化、市民・事業者への周知・広報の充実、違反対応へのルールの明確化と法的措置の明

確化を行うこと。 

（回答）都市計画課 

 都市計画法違反の開発行為等に対しては、「さいたま市違反開発等に関する事務処理要領」

に基づき、違反者自らが是正するよう指導してまいります。 

 また、都市計画法違反を未然に防止するため、市報やホームページ、チラシ配布での周

知・啓発を実施していくとともに、南北都市計画指導課職員による現場パトロールを実施

してまいります。 

 併せて、関係部局で構成する会議を設けて、情報共有や合同指導等の連携を行ってまい

ります。 

  ・開発行為等許認可事業 ７，７６４千円 

 

（回答）農地調整課 

 農地法違反への対応については、引き続き現体制により「さいたま市違反転用に係る事

務処理要領」に基づく、指導・処分等を行ってまいります。 

 市民・事業者への周知、広報の充実については、「市報さいたま」、「農業委員会だより」

及び「市ホームページ」などの広報媒体を活用し、農地法の違反を防止するための啓発を

行ってまいります。 

 

〇ＰＴＡ等からの寄附の受け入れについては、任意加入団体であることの確認等、法令順

守の徹底を図ること。また、現金寄附と区別ができないような学校協力金や学校振興費の

受け入れについては禁止することを明確にし、学校運営費の大幅な増額を図ること。 

（回答）生涯学習振興課、教育財務課 

 ＰＴＡが任意加入団体であること等については、平成３０年９月２７日付け「ＰＴＡ活

動の円滑な実施に向けて（通知）」を市立各校へ発出し、以降毎年度市立各学校長へ伝達し

ており、令和５年度も引き続き周知徹底を図ってまいります。 

 また、 学校運営費については、学校運営に支障が生じることのないよう、適切に対応し

てまいります。 

  ・小学校管理運営事業（教育財務課） ３，５２８，５４３千円 
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  ・中学校管理運営事業（教育財務課） ２，０９８，５２８千円 

  ・特別支援学校管理運営事業（教育財務課） ７６，８９７千円 

 

〇情報公開請求の際には、市民の個人情報の取り扱いに関するルールを徹底すること。 

（回答）行政透明推進課 

 情報公開条例において、開示請求があった際の不開示情報として「個人に関する情報」

を規定しております。また、個人情報保護条例において、請求者の個人情報を開示請求事

務の目的の範囲を超えて利用しないことや漏えいを防止すること等を規定しております。 

 これらの条例に基づき適正に事務処理が行われるよう、引き続き職員研修による周知や

各所管に対する指導などを実施することにより更なる情報公開制度及び個人情報保護制度

の適正化に努めてまいります。 

 

Ⅱ.教育・子育て 

３．「学びのチカラ日本一」に向けた学校教育環境の充実および地域・家庭との連携 

○チャレンジスクールにおいて、地域の学習支援員によるオンライン実施を試験的に行う

こと。 

（回答）生涯学習振興課 

 チャレンジスクールについては、民間活力を導入したオンラインプログラムを導入し、

各校のボランティアスタッフと連携して実施をしております。令和５年度も、チャレンジ

スクール実行委員会の求めに応じ、オンラインを活用したチャレンジスクールの実施を支

援してまいります。 

 ・チャレンジスクールの充実 １４２，４０２千円の内数 

 

〇オンライン授業受講者を出席扱いとすること。それを実現するための関係機関への働き

かけを行うなど環境整備をすること。 

（回答）指導１課 

 今般のコロナ禍におけるオンライン授業に係る出欠の取り扱いについては、令和３年 

１０月１２日に文部科学省に対し、出席停止とは異なる取り扱いを検討すること等につい

て、指定都市市長会を代表して緊急提言を行いました。 

 その結果、令和３年１０月２２日付け文部科学省通知において、指導要録の「出席停止・

忌引等の日数」を記入する欄の名称を変更することが可能となりました。これを受け、本

市では、指導要録の「出席停止・忌引き等の日数」欄に「オンライン特例授業出席日数」

を記載することといたしました。 

 

〇スクール・サポート・スタッフを臨機応変に配置すること。 

（回答）教職員人事課 

スクール・サポート・スタッフの配置については、引き続き学校に必要とされる人員

の規模や業務内容などの検証を行い、より効果的な活用方法について研究してまいります。 
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・小学校管理運営事業（教職員人事課）（学校現場の業務改善）（一部） 

 １０,１７８千円 

 

〇バリアフリー法改正を受けて学校トイレ・スロープ・エレベーターの設置を推進するこ

と。 

（回答）学校施設整備課、学校施設管理課 

 学校施設のバリアフリー化については、「学校施設リフレッシュ基本計画」に基づく改修

や建替え及びトイレ洋式化等の際に実施してまいります。 

 また、エレベーター等の設置については、文部科学省の整備目標に沿うように実施して

まいります。 

  ・小学校施設等整備事業（学校施設リフレッシュ推進事業） 

 ７，０２８，３５２千円の内数 

  ・中学校施設等整備事業（学校施設リフレッシュ推進事業） 

 １，２７１，９５１千円の内数 

  ・小学校営繕事業（学校トイレ洋式化推進事業） ９１，４９４千円の内数 

  ・中学校営繕事業（学校トイレ洋式化推進事業） ３８，２６１千円の内数 

  ・小学校施設等維持管理事業（学校施設管理課） ８５９，０６５千円の内数 

  ・中学校施設等維持管理事業（学校施設管理課） ４２８，２３７千円の内数 

 

〇市立学校の給食において、箸・スプーン等を用意すること。 

（回答）健康教育課 

 旧市での考え方により箸・スプーン等の家庭からの持参等、運用方法が異なり、市立学

校の全てに箸・スプーン等が整備されていない事実については把握しております。市立学

校全校への箸・スプーン等の整備につきましては、設備の状況等も踏まえ、研究してまい

ります。 

 

○学校施設の雨漏り箇所には年度内の改修を行うための予算を確保すること。 

（回答）学校施設管理課 

 学校施設の雨漏り箇所については、不具合が生じた際にその都度修繕等の対策を実施し

てまいります。あわせて、修繕では対応できない学校については、屋上防水・外壁改修工

事を実施してまいります。 

  ・小学校施設等維持管理事業（学校施設管理課） ８５９，０６５千円の内数 

  ・中学校施設等維持管理事業（学校施設管理課） ４２８，２３７千円の内数 

  ・特別支援学校施設等維持管理事業（学校施設管理課） ２１，０５９千円の内数 

  ・小学校営繕事業（一部） ３５６，７０８千円 

  ・中学校営繕事業（一部） ２１０，８８１千円 

 

４．すべての子どもと若者に夢とチャンスを  
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〇児童・生徒１人１台のタブレットの貸与において、修理等で手元から離れる期間をなく

すため代替機を確保すること。 

（回答）教育研究所 

 児童生徒１人１台端末について、修繕等により一時的に端末が不足することのないよう、

代替機を確保します。 

  ・教育情報ネットワーク推進事業（児童生徒用コンピュータ整備事業） 

 １，５３２，３７２千円の内数 

 

○児童センターを活用した中高生居場所支援の充実、ヤングケアラー支援の視点も入れ次

回の指定管理の更新時に、事業内容と予算を含んだ対応を行うこと。 

（回答）青少年育成課 

  児童センターを活用した中高生居場所支援及びヤングケアラー支援については、現在、

各児童センターにおいて中高生が優先的に利用できる時間帯を設けるなどの利用しやすい

工夫を行うとともに、ヤングケアラー支援研修会の開催、各館に相談窓口設置などの取組

を行っております。 

  次回の指定管理の更新時においても、中高生の居場所やヤングケアラー支援の充実が図

られるよう努めてまいります。 

  ・児童センター管理運営事業（一部） ５８４，３５３千円 

 

〇外国ルーツの未就学児と保護者に対する支援策の創出と日本語指導コーディネーターの

機能を拡充すること。 

（回答）観光国際課 

 外国人向けの日本語教室については、国際交流センターで、子育て中の保護者に対する

学習支援を行うほか、保育園等で日本語が話せない保護者がいる場合は、通訳者を派遣す

るなどの支援を行っています。 

 また、外国人向けのＨＰを開設し、やさしい日本語、英語、中国語、韓国・朝鮮語で子

育てに関する情報を発信しており、今後についても多言語での情報発信の強化に努めます。 

  ・国際交流事業（国際交流の機会増加及び多文化共生意識の醸成） 

 ８１，２９４千円 

 

（回答)子育て支援政策課 

 子育てに関する情報を総合的に発信する「さいたま子育てＷＥＢ」について、多言語で

の情報発信に努めてまいります。 

  ・子育てＷＥＢ事業（一部） ２，０４１千円 

 

（回答）指導１課 

 日本語指導コーディネーターの職務については、これまでも研究を重ね、役割を明確に

することで、業務内容を拡充してまいりました。今後も、これまでの業務の質をさらに向
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上させるとともに、学校のサポート業務の一層の充実に努めてまいります。 

 

〇市立特別支援学校(知的障害)を設置すること。 

（回答）特別支援教育室 

 知的障害児の特別支援学校等に係る教育環境の充実を図るため、ひまわり特別支援学校

に知的障害教育部門高等部を設置します。今後も、埼玉県と連携して、知的障害のある児

童生徒の教育環境について検討してまいります。 

  ・特別支援学校管理運営事業（特別支援教育室） ９２，２９９千円の内数 

 

○特別支援学級の教育・療育内容をさらに充実させること。 

（回答）特別支援教育室 

 本市では、さいたま市教育委員会免許法認定講習（特別支援教育）を開催して、特別支

援学校教諭二種免許状の取得を推進しているところです。 

 また、特別支援学級担当者に対する研修を実施するとともに特別支援教育研究ネットワ

ークを構築し、今後も、特別支援教育の専門性向上に努めてまいります。 

  ・特別支援教育推進事業 １０５，９３９千円の内数 

 

〇小学校５年生、中学１年生への側弯症検査を実施すること。 

（回答）健康教育課 

 脊柱側弯症検査については、学校保健安全法施行規則に基づき、毎年度、定期健康診断

の検査項目として実施しております。機器を用いての検査については、導入を検討してま

いります。 

  ・児童生徒健康診断事業 ４８７，３５３千円の内数 

 

５．社会全体で子育てを支えるまち  

〇学習支援教室については、地域のニーズに合わせて教室の設置箇所を増やすなど支援の

量と質・進路指導の充実をはかり、各種支援へとつなぐこと。 

（回答）生活福祉課、子育て支援政策課  

 経済的な困窮が継承されがちな世帯の中学生等を対象に、社会に出る際に必要な能力を

会得させることで「貧困の連鎖」を防止することを目的とした学習支援事業を実施します。

実施にあたっては、学習支援と居場所の提供を事業の中心に据え、ニーズに寄り添った形

で事業を展開できるように努めてまいります。 

 また、小学生を対象とした支援につきましても、早期支援の観点から必要な事業である

ため、対象世帯の拡大及び教室の設置個所数の増加など事業の拡大を検討してまいります。 

  ・生活困窮者自立支援事業（生活困窮者学習支援事業） ８０，９４３千円 

  ・生活困窮者自立支援事業（生活困窮者学習支援事業（小学生）） ９，６０９千円 

 

〇助産師などの外部人材を活用し、学校教育として包括的性教育を全校で実施していくと
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同時に放課後児童クラブや若者自立支援ルーム等の多様な場においても同様に実施してい

くこと。 

（回答）健康教育課、指導１課、高校教育課、特別支援教育室 

 学習指導要領に基づき、体育科（保健領域）・保健体育科（保健分野）・保健体育科（科

目保健）や特別活動、総合的な学習の時間(総合的な探究の時間)、その他関連する教科等、

学校生活全体を通じて「性に関する指導」を実施しております。指導にあたっては、学校

の実情に応じて、学校医等の外部講師を活用したり、保健福祉局との連携による「思春期

保健教室」において助産師を講師としたりしております。 

 市立各学校において、思春期における生徒の健康問題を早期に発見し、適切に対応する

ことができるよう、希望する学校に学校産婦人科医を派遣して、専門的な指導・助言等を

行ってまいります。 

 支援制度の創設については、経済的理由で就学困難と認められる児童生徒の保護者に対

して就学援助による経済的負担軽減の支援制度を行っているところですが、国や他自治体

の動向を見つつ、その方法も含めて研究してまいります。 

  ・児童生徒健康診断事業（一部） ７１６千円 

 

（回答）青少年育成課 

 包括的性教育の多様な場での実施については、若者自立支援ルームにおいて、現在、養

護教諭の経験者により、人間関係の構築、性の多様性、ジェンダー平等などを含む性教育

プログラムを行っております。引き続き、外部人材の活用を含め事業の充実を図ってまい

ります。 

 また、放課後児童支援員や子ども・若者の相談支援に従事する職員を対象とした研修に

おいて、包括的性教育の内容を取り入れることを検討してまいります。 

  ・青少年事業（若者自立支援ルーム運営事業） ６０，０１５千円の内数 

 

〇放課後に学校以外の場で将来の自立に向けて生き抜く力を育む「子ども第三の居場所」

を複数設置すること。 

（回答）生活福祉課 

 経済的な困窮が継承されがちな世帯の小、中学生等を対象に、社会に出る際に必要な能

力を会得させることで「貧困の連鎖」を防止することを目的とした学習支援事業を実施し

ます。実施にあたっては、基礎学力や学習習慣の定着、大人と触れ合う居場所の提供等、

総合的に支援しております。 

 「子ども第三の居場所」については、学習支援事業の内容と重なる点が見受けられるこ

とから、既存の事例を研究し、方向性について検討してまいります。 

 

〇非行少年の立ち直り支援として、資格取得に必要な学費の支援制度を創設すること。 

（回答）青少年育成課 

 さいたま市子ども・若者支援ネットワークにおける就労支援機関や警察などの構成機関、
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市再犯防止推進協議会や民間の支援団体などの関係機関に御意見を伺い、他自治体の事例

も参考にしながら、社会生活を営むうえで困難を有する若者を対象とした支援制度につい

て、引き続き検討してまいります。 

 

〇長期欠席児童生徒・フリースクール等の学校施設への支援制度の創設及び不登校特例校

設置を検討すること。 

（回答）総合教育相談室、学事課 

 長期欠席児童生徒への支援については、引き続き、市立各校への専門職の配置・派遣や、

教室に入れない児童生徒のための校内での居場所確保に努め、学校外においても、市内６

か所の教育相談室並びに教育支援センターでの相談・支援を行ってまいります。また、学

びにつなげられていない子どもたちを対象に、「不登校等児童生徒支援センター（Ｇｒｏｗ

ｔｈ）」において支援を行ってまいります。令和５年度も「不登校等児童生徒支援センター

（Ｇｒｏｗｔｈ）」をベースとしたさらなる支援の充実によって、全ての子どもたちが学び

へとつながることができるよう、取り組んでまいります。 

 不登校特例校設置については、さいたま市らしい不登校特例校の在り方も含めて、議論

を重ねてまいります。 

 支援制度の創設については、経済的理由で就学困難と認められる児童生徒の保護者に対

して就学援助による経済的負担軽減の支援制度を行っているところですが、国や他自治体

の動向を見つつ、その方法も含めて研究してまいります。 

  ・教育相談推進事業 ４９４，７６３千円の内数 

 

〇外部講師の活用など市立学校の文化部・運動部の活動の質の向上を図ること。 

（回答）指導１課 

 市立小・中学校に部活動指導員や部活動サポーターを必要とする学校に対して、指導員

の質的向上を目的とした研修会等を実施し、指導の質を高めるなどの工夫に努めてまいり

ます。 

  ・学校教育推進事業（一部） ６８,２９６千円 

 

○一時保護所の新設を含め受け入れ可能な定員数を増やすこと。 

（回答）南部児童相談所 

 虐待事案等に対し本市児童相談所の対応に遅れが生じない様に今後の虐待対応件数の推

移や、本市の児童相談体制全体の状況を見ながら、一時保護所を含め、児童相談所のあり

方や機能を適宜見直していくことは、必要であると認識しております。 

 現在のところ、新設の予定はありませんが、今後についても引続き里親、ファミリーホ

ーム、乳児院、児童養護施設、自立援助ホームを活用し、一人ひとりの児童に合わせた、

きめ細かな対応に努めてまいります。 

 

〇うるま市のこどもの貧困対策を参考に、個別支援計画を関係機関が共有しケースワーク
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を行うことのできるスキームを作り、支援にあたること。 

（回答）北部児童相談所、南部児童相談所、子ども家庭支援課、特別支援教育室、総合教

育相談室、障害支援課 

 本市では、子どもやその家庭を支援する分野や所管ごとに、支援に関する計画を個別に

策定しております。その中で、特に、複数の関係機関が協力してアセスメントし、支援を

実施する必要がある家庭については、児童相談所をはじめとする本市の関係所管等で構成

される要保護児童対策地域協議会において、情報共有し、進行管理を行うなど、きめ細や

かな支援を実施しているところです。 

・児童相談等特別事業 ４７，１５４千円の内数 

・児童虐待防止対策事業（要保護児童対策地域協議会事業） ８４０千円 

    ・特別支援教育推進事業 １０５，９３９千円の内数 

  ・教育相談推進事業 ４９４，７６３千円の内数 

  ・自立支援給付等事業（障害児通所給付費等支給事業） 

   ８，８９３，５３５千円の内数 

 

〇ＳＳＷ（スクールソーシャルワーカー）を増員し、児童・生徒一人当たりの対応時間を

十分確保し、支援を充実させること。 

（回答）総合教育相談室 

 スクールソーシャルワーカーについては、令和２年度より全市立小学校に配置し、中・

高・中等教育・特別支援学校につきましては、学校からの要請に応じて派遣することとし

ております。令和５年度も引き続き、スクールソーシャルワーカーを対象とした研修を実

施し、児童生徒の抱える困難の早期解決にいたるよう、専門職としての資質の向上を図る

とともに相談体制を充実してまいります。  

 スクールソーシャルワーカーの人数の増員については、全国的なスクールソーシャルワ

ーカーの需要の高まりもあり、難しい部分もございますが、専門性の高いスクールソーシ

ャルワーカーを採用し配置できるよう努めてまいります。 

  ・教育相談推進事業（学校教育相談体制整備事業） ４０４，４３６千円の内数 

 

６．未就園児の通う施設の総合的な在り方と保育の質の向上  

〇認可保育所の運営費補助において、離職率の評価を行い、人件費に限定した補助額を拡

充すること。 

（回答）保育課 

運営費補助並びに人件費補助の拡充については、現行制度を維持するとともに、国や他

市の状況等を参考に研究してまいります。 

  ・特定教育・保育施設等運営事業 ４２，６１７，５７３千円の内数 

 

〇医療的ケア児等の加配が必要なお子さんの受入人数や受入施設を増やすこと。 

（回答）保育課 
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 医療的ケア児等の受入れについては、加配が必要な医療的ケア児、障がい児を受入れた

場合に、市独自や国の補助制度を活用した人件費等に係る助成を行うとともに、安全な保

育の提供に資する研修等を行うことにより、医療的ケア児や障がい児の受入人数や受入れ

施設の拡大を進めてまいります。 

 また、新たに「医療的ケア児保育支援センター」を開設し、未就学の医療的ケア児や家

族に対して相談等の支援を実施してまいります。 

  ・特定教育・保育施設等運営事業 ４２，６１７，５７３千円の内数 

 

〇各園の保育士の配置人数や離職率を市として公表すること。 

（回答）保育課 

 保育施設の配置人数や離職率は、保育施設の状況によって様々であるため、保護者が保

育施設を選ぶ公正な基準としては、必ずしも適したものではないと考えておりますが、引

き続き、保護者が園を選ぶ際のより良い情報提供に努めてまいります。 

 

〇年間を通して変動する乳児保育利用に対して、担当保育士を安定的に確保し、年度途中

入所のニーズに対応するため、乳児途中入所促進事業を実施すること。 

（回答）保育課 

 安定的な乳幼児保育利用に対する支援としては、保育事業者と市で協議の上、空きの生

じている歳児の入所枠を、他の歳児枠へ振り替えることや、定員の弾力化及び入所児童数

に応じた職員配置にする等、現状に応じた対策をとってまいります。 

 

〇特別な支援を必要とする園児やグレーゾーンの園児（障害者手帳無）に対する補助限度

人数を、現行の１園３人から増員すること。 

（回答）幼児政策課 

 さいたま市幼児教育振興補助金のうち特別支援事業に対する補助金は、埼玉県が実施し

ている「私立幼稚園等特別支援教育費補助金」への上乗せを行う性質のものです。市の補

助金は、埼玉県が補助対象とする障害児（身体障害者手帳、療育手帳等の交付を受けてい

る者）に加え、埼玉県の補助の対象とならない障害の疑いのある（グレーゾーンの）幼児

についても、保護者から幼児の状況について理解を得ており、かつ特別な教育的支援に取

り組んでいることが総合的に判断できる場合に対象としておりますが、可能な限りグレー

ゾーンの扱いにとどめず必要な発達支援を受ける（＝県の補助金の対象となる）よう案内

するのが望ましいと考えております。引き続き、幼稚園における特別な支援を必要とする

児童の受け入れを支援するとともに、当該児童が適切な発達支援を受けられるよう関係機

関や関係部局と連携してまいります。 

  ・幼児教育推進事業（幼児教育振興補助金の一部） ９８，６５２千円 

 

〇市の幼児教育に携わる人材（人財）を確保するため、保育士に支給されている「住宅手

当」を幼稚園教諭に対しても支給すること。 
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（回答）幼児政策課 

 幼稚園教諭に対する住宅手当については、九都県市首脳会議としても、国に対し、幼稚

園教諭に対する宿舎借り上げ支援事業の創設を要望しているところです。現状では、国や

県の補助制度がない中で保育士と同様の事業を行うことは困難ですが、令和２年度に創設

した処遇改善事業の効果も見極めながら、幼稚園教諭の確保につながるよう、引き続き支

援策を検討してまいります。 

 

７．放課後児童クラブの施設、環境の充実 

〇公有地、公有施設及び学校の余裕教室をさらに活用すること。 

（回答）青少年育成課 

 学校の余裕教室を活用した放課後児童クラブの整備については、令和４年度は大宮別所

小学校及び泰平小学校において改修工事を実施しているところであり、令和５年度は与野

八幡小学校及び辻小学校において改修工事の実施を予定しています。今後も、学校施設以

外の市有地等を含めた公共施設の活用による民設放課後児童クラブの整備について、関係

部局と連携を図り、各学区における必要性を見極めながら検討してまいります。 

  ・放課後児童健全育成施設整備事業（学校施設を活用した放課後児童クラブ整備事業） 

８８，２２１千円 

 

〇クラブ運営事務に関する保護者負担の軽減のために補助をすること。 

（回答）青少年育成課 

 国の制度等の変更に柔軟に対応し、民設放課後児童クラブへの支援を拡充するため、令

和４年度から委託実施基準の見直しを行い、遊び及び生活の場の清掃等の運営に関わる業

務や児童が学習活動を自主的に行える環境整備などの育成支援の周辺業務を行う職員の配

置等に必要な経費を支援する「育成支援体制強化加算」を新設したところです。 

 引き続き、運営事業者との協議等を通じて運営に係る課題の把握に努め、保護者負担の

軽減と運営全体を捉えた支援について、検討してまいります。 

  ・放課後児童健全育成事業（民設放課後児童クラブ運営委託事業） 

２，５９３，０５７千円の内数 

 

〇Ｗｉ－Ｆｉ環境を整備すること。 

（回答）青少年育成課 

 放課後児童クラブにおけるＷｉ－Ｆｉ環境の整備については、指定都市における導入状

況や小学校の宿題におけるタブレット端末の活用状況を踏まえ、放課後児童クラブにおけ

る整備の必要性や、導入時期を見極めながら、研究してまいります。 

 

〇放課後児童クラブを担当する職員の人員増員を図ること。 

（回答）青少年育成課 

 放課後児童クラブの利用ニーズの高まりとともに民設放課後児童クラブの設置数が年々
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増加していることに加え、新型コロナウイルス感染症への対策や放課後児童支援員等の処

遇改善に対応するための新たな補助制度導入等による業務負担の増加に対応するため、適

切な人員配置となるよう必要な人員の確保に努めてまいります。 

 

〇待機児童が多くいる中で、４６人以上の規模の学童保育の委託料が減額される矛盾を解

消すること。 

（回答）青少年育成課 

 国の定める「放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準」において「概ね  

４０人以下」を適正規模としており、本市においても、育成支援の質の向上のためには、

大規模クラブを分離し、概ね４０人程度の適正規模へ移行することが必要と考えています。 

 そこで、新たにクラブを設置するための改修経費に対する補助金の拡充を行うことによ

り、大規模クラブの分離を促進し、適正規模化を推進してまいります。 

  ・放課後児童健全育成事業（民設放課後児童クラブ運営委託事業） 

２，５９３，０５７千円 

  ・放課後児童健全育成施設整備事業（民設放課後児童クラブ整備促進事業） 

３９，３８４千円 

 

〇大規模施設を分割整備するための予算を１３０万から増額すること。 

（回答）青少年育成課 

 新規開設時のクラブ負担額の軽減の有効性や資材価格等の物価動向の影響などを精査し、

改修費用に係る施設整備促進補助金の拡充を実施します。 

  ・放課後児童健全育成施設整備事業（民設放課後児童クラブ整備促進事業） 

３９，３８４千円 

 

８．子どもの権利・健康・安全対策の拡充  

〇子どもの基本法の制定を受けて（仮称）子どもの権利条例を制定すること。  

（回答）子育て支援政策課 

 本市では市民憲章において地域全体で子どもを支えあうことを掲げており、その理念の

普及、啓発に努めているところです。他市においては、子どもの「育成」や「権利」、「虐待

防止」など、様々なテーマの条例や憲章が制定されており、条例等の制定につきましては、

市民への意見聴取も見据え、引き続き事例の研究を進めてまいります。 

 

〇通学路への防犯カメラを増設すること。 

（回答）市民生活安全課、商業振興課、学事課 

 防犯カメラ設置に向けた取組については、地域における犯罪の防止などのために自治会

や商店会が設置する防犯カメラに対して経費の一部の助成を実施しており、引き続き支援

を続けてまいります。 

 また、通学路への防犯カメラの設置については、学校、保護者等が毎年実施している通
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学路安全点検の結果、防犯カメラの設置要望が出され、警察、道路管理者等との合同点検

後、防犯カメラの設置が最も有効な安全対策と判断された際には、地域の皆様と協議を行

った上で、設置の検討を進めていきます。 

  ・防犯対策事業（地域防犯活動等助成事業）（一部） １１，２５０千円 

  ・商店街環境整備補助事業（一部） １１，４４１千円 

  ・通学区域検討事業（一部） ２３６千円 

 

〇予算を伴う「子ども未来議会」を開催すること。 

（回答）子育て支援政策課 

 本市では、未来を担う子どもたちから市のまちづくりに対する提案を聞くために、平成

２８年度から「子どもの提案」制度を導入し、自由な発想によるアイデアを市政に取り入

れているところです。 

 ご指摘の点につきましては、他都市の事例などについて研究してまいりたいと考えてお

ります。 

 

９．生涯に渡って学びたいときに学べる場の提供  

〇公民館の事業費の増額、セキュリティを考慮して、公民館全職員への端末の増設と公民

館全館へのＷｉ－Ｆｉ設置、オンライン講座のためのスタンドアローン型端末を配備する

こと。 

(回答)生涯学習総合センター 

 公民館の事業費の増額については、市民の学習活動の支援、また地域のコミュニティの

場としての公民館の役割を果たせるよう適切に努めてまいります。 

 また、公民館全職員への端末の増設については、令和４年度中に全地区公民館へ１台ず

つ増設し、地区公民館４名勤務に対し４台の端末を配置します。全公民館へのＷｉ－Ｆｉ

設置については、令和４年度に全ての拠点公民館１０館に整備を行います。他の地区公民

館については、活用状況等を踏まえたうえで、整備を検討してまいります。オンライン講

座用端末については、令和４年度に、貸出用としてスタンドアローン型パソコン１台、モ

バイルルーター１台、拠点公民館にタブレットを１０台配置しました。 

  ・生涯学習総合センター管理運営事業 ３５５，６３３千円 

（うち公民館ＤＸ推進事業 ８００千円） 

  ・地区公民館管理運営事業 ６３２，５０９千円 

（うち公民館ＤＸ推進事業 １，６１４千円） 

 

〇エレベーター設置可能な公民館について、整備年次計画を立て、速やかに整備を完了さ

せること。 

（回答）生涯学習総合センター 

 エレベーターの設置については、２階が入口となっている公民館から優先して整備を進

めてまいります。 
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 令和５年度は、エレベーター設置工事の基本設計及び実施設計を行います。その他の公

民館につきましては、施設の状況等を勘案しながら整備促進を図ってまいります。 

  ・公民館安心安全整備事業（公民館エレベーター設置事業） ３７，６６２千円 

 

〇住民要望を踏まえて、東清掃事務所跡地への公民館を新設すること。 

（回答）生涯学習総合センター 

 七里公民館につきましては、施設の老朽化も進んでおり、公共施設マネジメント計画に

基づき長寿命化をする施設となっておりますが、当該跡地の利活用を図る際には地域の

方々のご意見も踏まえながら、当該用地の所管とも連携してまいります。 

 

〇市内のコミュニティーセンター全室Ｗｉ－Ｆｉが使用出来る設備改善及び音響やプロジ

ェクターの交換を行うこと。 

（回答）コミュニティ推進課 

 Ｗｉ－Ｆｉの整備については、引き続き、指定管理者と協議を進めてまいります。音響

やプロジェクターについては、他の設備や備品を含め必要性、緊急性等を考慮して優先順

位を付けて交換してまいります。 

 

Ⅲ.健康・福祉  

１０．歳を重ねても障害があっても地域で暮らせるまち 

〇手話通訳者の養成を拡充し、専門職としての位置づけを明確にし、聴覚障害者の社会生

活を保障すること。 

（回答）障害支援課 

 本市の登録手話通訳者として登録するには、厚生労働省が定める養成カリキュラムを修

了し、手話通訳者全国統一試験及び本市手話通訳者選考試験に合格する必要があります。  

 本市では、聴覚障害者の情報保障のための手話通訳者の養成にあたり、手話奉仕員養成

講習会（入門、基礎）、手話通訳者養成講習会（通訳Ⅰ、通訳Ⅱ、通訳Ⅲ）を実施しており

ます。引き続き、聴覚障害者の意思疎通手段の確保のため、手話通訳者養成講習会等を実

施してまいります。  

  ・社会参加推進事業（聴覚障害者コミュニケーション支援従事者養成講習会等開催事 

業） １７，２０６千円 

 

〇手話言語条例を包含したコミュニケーション条例の早期設定すること。 

（回答）障害政策課 

本市では、「誰もが共に暮らすための障害者の権利の擁護等に関する条例」いわゆるノー

マライゼーション条例の理念のもと、様々な障害特性について理解を深めるための取組を

行っているところであり、意思疎通等が困難な障害をお持ちの方への施策等についても、

本条例において共有し、その理解促進を図っているところです。 

 しかしながら、障害者の皆様からは、ノーマライゼーション条例がまだまだ市民に知ら
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れていないとの御指摘もいただいています。 

 こうしたことを踏まえ、まずは、ノーマライゼーション条例のもと、聴覚障害や高次脳

機能障害など、障害特性に対する理解を深める取組をしっかりと、着実に実施していくこ

とが重要であると考えます。 

 障害者の直面している課題等については、今後も、様々な機会を捉えて障害のある当事

者等から継続的に御意見を伺い、課題等に対応した施策を実施してまいります。 

  ・ノーマライゼーション推進事業（全国手話言語市区長会負担金） １０千円 

 

〇「重度障害者の就労支援事業」に通勤や職場等における支援を対象に含むなどの制度拡

充に取り組むこと。 

（回答）障害支援課 

 さいたま市重度障害者就労支援事業は、「在宅における日常生活に必要な支援は、就労し

ているか否かに関わらず、必要不可欠である」という本市の考えをもとに、平成３１年４

月から重度障害者の在宅就労中の日常生活に係る支援を実施しておりますが、令和５年度

中に通勤や職場等における支援を対象とする予定となっております。 

  ・地域生活支援事業（重度障害者の就労支援事業） ２７，７９７千円 

 

〇庁舎内および庁舎につながる道路・通路の点字ブロック整備の拡充を早期に行うこと。 

（回答）庁舎管理課 

 本庁舎内および本庁舎につながる通路の点字ブロック整備については、さいたま市だれ

もが住みよい福祉のまちづくり条例に基づき、国道１７号及び市役所通りから本館１階総

合案内までの経路に、点字ブロックを敷設しております。このほか、市民からの要望等を

踏まえ必要な箇所に段階的に点字ブロックを敷設しており、令和４年度は総合案内からタ

クシープールに至る点字ブロックについて、タクシー乗り場の先頭までの延伸等を行いま

した。引き続き、市民からの要望を踏まえ、同条例に基づき必要な箇所への拡充を検討し

てまいります。 

  ・庁舎管理事業 １，１０４，５１０千円の内数 

 

（回答）道路環境課 

 道路の点字ブロック整備については、バリアフリー基本構想に基づくバリアフリー経路

を道路構造令及び移動等円滑化基準等に基づく整備基準により、順次整備を進めてまいり

ます。 

  ・交通安全施設整備事業 ２，７４０，８５３千円の内数 

 

〇公共施設のみんなのトイレには大型ベッドを採用すること。 

（回答）福祉総務課 

 みんなのトイレにおける大型ベッドの設置については、「さいたま市だれもが住みよい福

祉のまちづくり整備基準マニュアル」において、推奨基準として「必要に応じ大型ベッド
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を設ける」としているところです。 

市の公共施設においては、個々の設備が効率的・効果的に利用されるよう、整備基準は

もちろんのこと、推奨基準についても、準拠するよう周知に努めてまいります。 

  ・福祉のまちづくり推進事業 ５，３１８千円の内数 

 

１１．地域医療体制の充実  

〇新型コロナ感染再拡大への地域医療体制・保健所機能を強化すること。 

（回答）地域医療課、保健総務課、疾病予防対策課  

 地域医療体制については、国から高齢者等重症化リスクの高い方を守るため、保健医療

体制の強化・重点化を進めるとの方針が示されています。症状が軽い方など、自宅で速や

かな療養開始を希望される方には、検査キットでセルフチェックし、陽性の場合には自身

で陽性者登録をして自宅で療養をいただき、高齢者等のリスクの高い方が受診を希望され

た場合には、診療・検査医療機関を受診していただけるよう、市民の皆様へ丁寧な周知を

行ってまいります。また入院医療機関に対する補助制度や訪問看護ステーションに対する

補助制度を継続して実施してまいります。 

 保健所機能については、再感染拡大時の推計や第７波までにおける課題検証等を基に、

引き続き、市内医療関係者の協力も得ながら、事務手順の改善や外部委託の活用等による

業務の効率化や、人材派遣の活用や全庁応援による人材の確保を図ることによって、安定

的な保健所体制を維持してまいります。 

  ・感染症予防事業(地域医療課）（一部） ４８５，５８１千円 

  ・感染症予防事業（疾病予防対策課）（一部） １，４３７，５９８千円 

 

〇がんになっても自分らしく生きられるように、がん治療と就労・社会参加を両立するた

めの支援、及び、舗装具購入に伴う経済的負担を軽減するための補助を行うこと。 

（回答）健康増進課 

 がん治療と就労・社会参加を両立するための支援については、「がん患者就労相談」を、

さいたま市立病院をはじめ市内の地域がん診療連携拠点病院で実施しており、相談窓口に

ついて市民へ引き続き周知してまいります。また、市民や医療関係者に向けて、がん治療

による身体・心理面・生活の変化やそれに伴う支援などについての講演会を開催してまい

ります。 

 アピアランスケアに関連した補装具購入の補助については、これまでにさいたま市がん

対策推進協議会での審議、他の自治体への調査、医療関係者からの聞き取り、国立がん研

究センター内の「アピアランス支援センター」の視察等により、情報収集を行ってまいり

ました。 

 その中で、アピアランスに関する情報の提供や周知を求める御意見が多くあったことを

踏まえ、御支援の在り方について検討した結果、一部の利用者に限られる補助制度よりも、

身体の変化にお悩みの多くの市民の方がライフスタイルに合った選択ができる情報提供や

相談支援体制の整備が必要であると認識したところです。 
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 そのようなことから、市内の地域がん診療連携拠点病院や埼玉県がん診療指定病院のア

ピアランスに係る取組内容をまとめたマップを作成し、ホームページで情報提供してまい

りました。さらに、令和元年１１月には、医療関係者や美容師等に向けて、アピアランス

ケアに関する講演会を開催し、参加者の知識を深めたところです。 

 アピアランスケアに関しましては、外見の変化による悩みの本質を理解した上で、身体

の変化を隠して生活する必要がない社会を実現していくことが重要であり、様々な原因で

お悩みの方がその人らしい生活を送れるよう、引き続き多様な御支援の在り方について調

査・検討し、対応してまいります。 

  ・がん対策推進協議会 ４８２千円 

  ・がん対策に係る講演会 ２１７千円 

 

（回答）患者支援センター 

 市立病院においては、地域がん診療連携拠点病院として、がん相談支援センターを設置

し、各種情報提供、療養上の相談、就労に関する相談、及び各種医療相談等を実施するな

ど、支援に取り組んでまいります。 

  ・がん患者就労相談員（社会保険労務士）設置 ２７７千円 

 

１２．障害者医療・介護の充実と社会参加への支援  

〇精神障害者福祉手帳２級所持者に対して、１級と同様に通院及び入院費用の早期の助成

を実現すること。 

（回答）年金医療課 

 心身障害者医療費支給制度は県の補助事業であり、県の補助金交付要綱に則って実施し

ております。しかしながら、精神障害者保健福祉手帳２級所持者は、県の補助金交付要綱

の補助対象外であり、市が対象とする場合には、全額が市の負担となります。 

 このように財政的に大きな負担が見込まれることから、将来にわたり持続可能な制度と

するには、県の補助が必要であるため、平成３０年７月に本市単独で、平成３１年１月に

川越市と連名で、令和２年３月及び令和３年３月にさいたま市を含む県内１３市町村の連

名で、令和４年３月に県内１５市町村との連名で、精神障害者保健福祉手帳２級所持者を

医療費助成の対象とするよう県に要望しております。 

 また、令和４年度から、県主導での検討会が創設されたことから、今後は、検討会での

検討状況を注視した上で対応してまいりたいと考えております。 

 

〇精神障害者へのアウトリーチの拠点を２区から全区へすること。 

（回答）こころの健康センター 

  令和４年度の「さいたま市精神障害者訪問支援（アウトリーチ）事業」の事業内容につ

いては、６区での訪問支援を開始しております。令和５年度以降の計画については、毎年

２区ずつ支援区を拡大し、令和６年度には市全域での支援を達成できるよう進めてまいり

ます。引き続き対象者の住み慣れた地域で継続的な支援を実施できるよう、地域の保健、
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医療、福祉の関係機関に丁寧に事業の趣旨を伝え、地域の実状に合わせた支援体制の構築

に努めてまいります。 

  ・精神保健福祉事業（こころの健康センター）（精神障害者を支える地域包括ケアシス 

テムの構築） ３，７７６千円 

 

〇さいたま市立病院に総合心療科の初診外来および精神科を創設すること。 

（回答）患者支援センター 

 市立病院では地元医師会及び家族会の皆様からのご意見、ご要望を基に身体合併症に特

化した精神科身体合併症病床を開設し、運営しております。対象は精神症状が原因で身体

疾患の急性期の入院治療が必要な方としており、入院後は身体科と連携して治療に臨んで

います。 

 市内では身体合併症に対応出来る医療機関も少なく、精神科においても急性期かつ身体

合併症に特化した役割を求められていることから、まずは身体合併症病棟の体制強化を優

先として取り組んでおります。 

 このため、精神科外来については、身体疾患があり、かつ精神疾患の治療が必要な方で、

院内身体科医師からの精神科外来診療の依頼があった方のみに限定しています。ただし、

市立病院は地域医療支援病院であることから、精神症状が落ち着いた際には、地域の精神

科医療機関をご紹介させていただいております。 

 

〇ケアラー支援についての周知と支援策を充実させ確実に実施すること。 

（回答）福祉総務課、障害支援課、いきいき長寿推進課、子育て支援政策課、青少年育成

課、子ども家庭支援課、総合教育相談室 

 令和４年７月にケアラー支援条例を施行し、現在、市民、事業者、関係機関等に対して、

リーフレットやポスター等を活用しながら、ケアラー支援に関する幅広い啓発活動に努め

ているところです。条例制定前から実施している支援策を「ケアラー支援の視点」を持っ

て継続的に実施していくとともに、令和４年度から新たに実施している支援策についても

着実に実施してまいります。 

  ・福祉総合計画進行管理及び地域福祉等推進事業（ケアラー・ヤングケアラー啓発事

業） ４，０６３千円 

    ・地域生活支援事業（日中一時支援事業） ３５，４９７千円  

    ・地域支援任意事業（介護者カフェ事業)  ５，１８４千円 

  ・認知症高齢者等総合支援事業（ケアラー相談事業） １７，０９４千円 

    ・ファミリー・サポート・センター運営事業（ファミリー・サポート・センター利用

者支援事業） １，６９１千円 

    ・児童虐待防止対策事業（ヤングケアラーへの支援） ２３，００８千円 

    ・教育相談推進事業  ４９４，７６３千円の内数 

 

〇成年後見制度の利用促進に向け、市民後見人の養成の拡充および市民後見団体や関係機
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関との連携強化を図ること。 

（回答）高齢福祉課 

 市民後見人が実務を行うにあたり必要な成年後見人としての意欲や知識、倫理を習得す

ることを目的として、市民後見人の養成研修を毎年度開催しており、今後も市民後見人の

質を意識しつつ、市民後見人の養成者数を増やすよう取り組んでまいります。 

 市民後見団体や関係機関との連携強化については、行政及び成年後見制度に関連する団

体で構成する地域連携ネットワーク協議会を、令和３年度に立ち上げており、当該協議会

には埼玉弁護士会・埼玉県社会福祉士会などの専門職団体と並んで、本市内で成年後見制

度に関する活動を行うＮＰＯ法人にも参画いただいております。 

 成年後見制度の利用促進については、関係機関との連携を図りながら、引き続き取り組

んでまいります。 

  ・高齢・障害者権利擁護センター事業 ３１，３４９千円 

 

１３．貧困をなくすため生活困窮者への自立支援政策の強化・拡充 

〇ひとり親家庭の抱える問題を解決するため、児童扶養手当受給世帯の悉皆調査を行い、

子どもの貧困対策アクションプランを策定すること。 

（回答）子育て支援政策課 

 市内の子どもの貧困の実態を把握し、必要な支援を検討するため、子育て世帯を対象に

した「子どもの生活状況等に関する調査」、及び日頃から困難を抱える子どもや家庭への支

援に関わっている支援者（団体、施設、専門職等）に対するアンケートやヒアリングによ

る調査を踏まえ、「第３期さいたま子ども・青少年のびのび希望（ゆめ）プラン」の策定に

向けて検討を進めてまいります。 

 ・児童福祉執行管理事業（一部） ７，６２２千円 

 

〇女性の生活困窮者支援として、生理の貧困対策を恒常的に行うこと。 

（回答）生活福祉課  

 生理の貧困対策については、各区役所福祉課等において生理用品の無償配布を実施して

おります。生理の貧困対策を恒常的に行えるよう、災害備蓄用の生理用品の有効活用を含

め、引き続き、継続的な支援に取り組んでまいります。 

  ・生活困窮者自立支援事業 ２１３，０５３千円の内数 

 

〇困難な問題を抱える女性への支援法に基づき、相談員の増員、処遇の改善など実効性あ

る支援策を着実に実施すること。 

（回答）人権政策・男女共同参画課 

 令和６年４月１日に施行される「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」の趣

旨及び内容を踏まえ、法律に規定する取組を実施するために必要な組織体制の在り方を検

討するとともに、相談事業の充実に向けて、相談員の役割の見直しや処遇改善などに取り

組んでまいりたいと考えております。 
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  ・男女共同参画推進センター等管理運営事業（相談・ＤＶ防止事業） 

５，９９３千円の内数 

  ・職員人件費（職員課）（相談・ＤＶ防止事業） ４０，３４９千円 

 

〇児童虐待や家庭不和などで帰宅をのぞまない若年女性に特化したシェルター創設と生

活・就職支援などの相談窓口の新設すること。 

（回答）人権政策・男女共同参画課 

 シェルターや相談窓口の新設については、現在のところ予定はありませんが、男女共同

参画相談室で相談を受けた、児童虐待や家庭不和などで帰宅をのぞまない若年女性につい

ては、庁内関係所管や県、民間団体等と連携を図りながら、一時保護や自立支援の実施な

ど、必要な支援を行ってまいります。 

  ・男女共同参画推進センター等管理運営事業（相談・ＤＶ防止事業） 

５，９９３千円の内数 

  ・職員人件費（職員課）（相談・ＤＶ防止事業） ４０，３４９千円 

 

（回答）南部児童相談所 

 シェルターや相談窓口の新設については、現在のところ予定はありませんが、今後につ

いても引き続き一時保護所をはじめ、里親、ファミリーホーム、乳児院、児童養護施設、

自立援助ホームを活用し、一人ひとりの児童に合わせた、きめ細かな対応に努めてまいり

ます。 

  ・児童福祉施設入所措置等事業 ２，５３４，９５８千円の内訳 

 

（回答）生活福祉課 

 令和４年６月に開設した福祉まるごと相談窓口では、福祉のさまざまな課題を抱えた方

等の相談を包括的に受け止め、相談内容に応じた必要な支援のコーディネートを行ってお

ります。児童虐待や家庭不和などに関する相談については、相談者の状況に応じて生活困

窮者自立支援法に基づく一時生活支援事業等の各事業による支援や他局と連携した支援を

実施しております。 

  ・生活困窮者自立支援事業（包括的な支援体制の構築） ４，４４４千円 

  ・生活保護執行管理事業（生活保護等居宅移行・地域生活復帰定着支援事業） 

９３，２３２千円 

  ・生活保護執行管理事業（就労支援事業） １３３，５６４千円 

 

（回答）労働政策課 

 就職支援については、国と協働で運営する本市就労支援施設「ワークステーションさい

たま」において、働く意欲を持つあらゆる求職者に対して各種就労支援施策を実施してま

いります。 

  ・雇用対策推進事業 １０１，６２９千円の内数 
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（回答）総合教育相談室 

 児童生徒の相談窓口については、令和５年度も引き続き、市内６か所の教育相談室をは

じめ、「さいたま市２４時間子どもＳＯＳ窓口」、「さいたま市ＳＮＳを活用した相談窓口」

を設置し、悩みや相談に対応してまいります。 

  ・教育相談推進事業（教育相談・教育支援センター運営事業） 

 ５１，３６５千円の内数 

 

〇養育費相談支援センターを設置すること。 

（回答）子育て支援政策課 

 養育費等の相談支援につきましては、離婚前後の法律問題に関する相談に対応するため、

「ひとり親家庭のための法律相談」を開催し弁護士による相談を行っております。 

 養育費相談支援センターの設置については、今後、他市の取組状況を研究してまいりま

す。 

・ひとり親家庭等福祉事業（ひとり親家庭等法律相談事業） ７７０千円 

 

〇再犯防止対策として、明石市更生支援等及び再犯防止等に関する条例を参考に条例制定

の検討及び個々の特性に応じた総合的支援に取り組むこと。 

（回答）福祉総務課 

 本市では、「再犯の防止等を推進する法律」の趣旨を踏まえ、令和３年３月に「さいたま

市再犯防止推進計画」を策定し、再犯の防止を推進するための基本的な方向性や、実施し

ている施策等をまとめております。明石市の「明石市更生支援及び再犯防止等に関する条

例」を参考とした条例の制定については、本市再犯防止推進計画の推進を図る上での必要

性等を考慮しながら、検討してまいりたいと考えております。 

 また、犯罪をした者等の中には、様々な課題を抱えている場合が多く、地域で安定した

生活を送るためには、適切な福祉サービスや支援につながることが重要となります。各区

福祉事務所を中心に関係団体や関係機関と連携しながら、個々の特性に応じた適切な窓口

へ相談できるよう周知・啓発を図るとともに、職員の資質向上を図ることで福祉サービス

や支援の充実に努めてまいります。 

  ・社会福祉執行管理事業（一部） ４２６千円 

 

（回答）青少年育成課 

 再犯防止対策については、さいたま市若者自立支援ルームにおいて、困難を抱える若者

を対象に、個人の状態に合わせた自立支援プログラムを段階的に実施し、就労や復学へ向

けて円滑な自立が果たせるよう支援を行ってまいります。 

  ・青少年事業（一部） ６０，０７５千円 

 

（回答）総合教育相談室 
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  児童生徒については、令和５年度も引き続き、「さいたま市２４時間子どもＳＯＳ窓口」

や「さいたま市ＳＮＳを活用した相談窓口」において、悩みや相談に対応をしてまいりま

す。 

  ・教育相談推進事業（教育相談・教育支援センター運営事業） 

５１，３６５千円の内数 

 

１４．産前・産後ケアに対する施策の充実 

〇産婦新生児訪問事業・産後ケア訪問事業・思春期保健事業等の委託契約の増額、及び、

産後ケア施設整備（助産院）等への助成をすること。 

（回答）地域保健支援課 

 産婦新生児訪問、産後ケア事業及び思春期保健事業については、引き続き適正に事業が

継続できるように努めてまいります。また、産後ケア施設整備等への助成については、今

後の事業の利用状況や利用者を対象としたアンケート結果、及び、事業を受託する医療機

関や助産院のご意見を把握しながら検討を行ってまいります。 

  ・母子保健健診事業（妊産婦・新生児訪問事業） ４６，４８３千円 

  ・母子保健健診事業（産後ケア事業） ２４，２７７千円 

  ・母子保健事業(地域保健支援課)（思春期保健事業） １，２８８千円 

 

〇産後ケア事業における利用者の自己負担軽減、及び、子育て応援券を配布すること。 

（回答）地域保健支援課  

 産後ケア事業（デイサービス型・宿泊型・訪問型）については、利用希望者が、更に事

業を利用しやすくなるように、サービス利用者の意見及び他指定都市の実施状況等を踏ま

えて、引き続き、適正な運営に向けて事業の見直しを行ってまいります。 

  また、国の「出産・子育て応援交付金」の創設を受け、「伴走型相談支援及び出産・子育

て応援事業実施要綱」に基づいた「出産・子育て応援事業」を開始し、全ての妊婦・子育

て世帯が安心して出産・子育てができるよう、一貫した相談支援及び経済的支援に取り組

んでまいります。 

  ・母子保健健診事業（産後ケア事業） ２４，２７７千円 

  ・出産・子育て応援事業 １，０６７，０４０千円 

 

〇次世代育成・子育て支援の拠点・災害時の母子救護所を兼ね備えた家族入院のできるさ

いたま版ネウボラ(産前・産後ケアセンター)を設置すること。 

（回答）地域保健支援課 

 さいたま市版ネウボラとしては、母子保健及び子育て支援の関係機関が連携し、妊娠か

ら出産、子育て期までの切れ目のない支援を提供する体制として位置づけております。 

 また、産後ケア事業（宿泊型・デイサービス型）については、現段階で１０医療機関、

２助産所の計１２か所において、いずれかの産後ケアを受けることが可能となっており、

「産前・産後ケアセンター」の設置については検討しておりません。 
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 本市では産婦が身近な場所で、市内のどこに住んでいてもサービスを受けられるよう、

引き続き、利用状況や利用後のアンケート等の結果をもとに、産後ケア実施施設等の拡充

と支援体制の強化に努めてまいります。 

  ・母子保健健診事業（妊娠・出産包括支援事業） ２，７１９千円 

  ・母子保健健診事業（産後ケア事業） ２４，２７７千円 

 

〇低出生体重や発達障害で産まれた子とその家族のための母子手帳と併用できるリトルベ

ビーハンドブックを導入すること。 

（回答）地域保健支援課 

 低出生体重で産まれたお子さんや発達障害のあるお子さんのための、母子健康手帳と併

用して活用できるリトルベビーハンドブックなどの媒体に関しては、母子健康手帳の見直

しに関する検討を行う場として厚生労働省が主催する「母子健康手帳、母子保健情報等に

関する検討会」での検討の経過を確認しております。中間報告書において、低出生体重児

等の多様性に配慮したわかりやすい情報提供の充実や、成長が定型より遅れがちな子ども

の保護者が不安にならないような記述の工夫が必要とされました。埼玉県においては、県

内市町村で活用できるリトルベビーハンドブックの作成に向けて取り組みが進められてお

り、その状況についても情報収集を行っております。これらの情報をもとに、本市にふさ

わしいリトルベビーハンドブックの在り方について検討を進めてまいります。 

 

〇多胎児の現状調査と家事・育児支援を実施すること。 

（回答）地域保健支援課 

 母子保健分野における多胎児出産育児支援については、多胎妊婦への妊婦健康診査追加

助成、ふたご支援事業、個別の育児相談や家庭訪問を実施しており、これらの事業を通し、

多胎児の現状についてご意見を伺うことがございます。現時点では、多胎児の現状調査を

する予定はございませんが、引き続き、多胎妊産婦や多胎児を育てる保護者への支援を適

切に実施してまいります。 

  ・母子保健健診事業（多胎妊婦健康診査追加助成） ３７５千円 

 

（回答）子育て支援政策課 

 子育てヘルパー派遣事業については、利用日数を２０日から３０日に拡大しております。

引き続き、他市の取組なども参考としながら、保護者の子育てに対する不安感を緩和でき

るよう検討してまいります。 

  ・子育て支援推進事業（子育てヘルパー派遣事業） ３，６１０千円 

 

〇思いがけない妊娠など女性が困難を抱えたときの相談できる窓口として、市独自にユー

スクリニックを創設すること。 

（回答）地域保健支援課 

 思いがけない妊娠など女性が困難を抱えた時の相談窓口については、性と健康の相談セ
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ンターとして実施しております「妊娠・出産の電話相談」、各区役所保健センター及び妊娠・

出産包括支援センターにて対応しております。また、「自分や相手を大切にするとはどうい

うことなのか」、「自分はかけがえのない存在であること」を知り、性に関する正しい知識

の獲得と予期せぬ妊娠を防ぐこと目的とした『思春期保健事業』を実施しております。引

き続き、困難を抱えた女性が相談できる体制の強化に努めてまいります。 

  ・母子保健事業（地域保健支援課）（妊娠・出産の電話相談） ３１９千円 

  ・母子保健事業（地域保健支援課）（思春期保健事業） １，２８８千円 

 

１５．誰もが健康で心豊かに文化・スポーツにふれあえるまち  

〇文化芸術都市創造条例に基づき、東日本の玄関口としてふさわしい大宮駅周辺に美術館

を整備すること。 

（回答）文化政策室 

 国内外における最先端の美術館や取組事例等の調査と併せて、本市に必要な機能の整理

を行っていき、「生き生きと心豊かに暮らせる文化芸術都市」の創造に向け、誰もが文化芸

術に親しめるような文化芸術活動の拠点の整備を検討してまいります。また、整備時期や

候補地については、必要な機能や規模等の調査・検討を行った上で、決定してまいります。 

  ・文化施設整備事業（美術館等文化芸術創造拠点整備事業） 

２，８４６千円 

 

〇屋内スポーツ施設（スケートパーク等）の整備及びアーバンスポーツを推進すること。 

（回答）スポーツ政策室 

 アーバンスポーツができる場所の整備については、令和５年度中に１か所、令和７年度

中に１か所の開設、整備に取り組んでまいります。また、ソフト事業については、令和５

年度に４件の実施を予定しております。具体的には、市民向けのアーバンスポーツ体験イ

ベントの開催や市内小中学校を対象としたスクールキャラバンの実施を予定しております。 

  ・生涯スポーツ振興事業（スポーツ政策室）（アーバンスポーツ活性化事業） 

１１，６０５千円  

 

〇障害者のスポーツ実施率の目標値を達成するための施策を着実に実施すること。 

（回答）スポーツ振興課、障害政策課 

 障害者のスポーツの実施率については、令和２年度に策定した「第２期さいたま市スポ

ーツ振興まちづくり計画」の基本方針２「体力や健康に貢献する「する」「みる」機会の更

なる充実を」の➃障害者スポーツ等の振興において、障害の有無及びその程度にかかわら

ずスポーツに親しむことのできるインクルーシブスポーツやアダプテッドスポーツ等の考

え方を取り入れ、障害者のスポーツ実施率の向上を図るとともに、スポーツを通じた相互

理解を深め、ノーマライゼーション社会の推進を図ることとしています。 

 障害者のスポーツ実施率向上の施策については、スポーツ関連団体とも連携し、障害者

の実態や、障害者の特性を理解していただくきっかけ作りを促進することで、障害者スポ
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ーツの理解が深まるよう努めてまいります。 

 また、障害者スポーツの振興と社会参加の推進を目的として、障害者スポーツ・レクリ

エーション教室を開催しているところです。令和５年度は、計１３競技１８教室の開催を

予定しています。 

 障害のある方にとって、身近な場所でスポーツができるということも、スポーツをする

きっかけとして効果的であると考えております。障害のある方をサポートする方や団体を

派遣し、身近な場所でスポーツを実施することで障害者のスポーツ実施率の向上につなが

るものと考えております。今後、このような、アウトリーチの仕組みづくりにつきまして、

調査・研究してまいります。 

  ・生涯スポーツ振興事業（スポーツ振興課） １０２，３１０千円の内数 

  ・障害者スポーツ振興事業（障害者スポーツ教室開催事業） １，７０３千円 

 

〇サッカーのまち「さいたま」にふさわしい、誰もが気軽に個人としてサッカーの練習が

できる場を設けること。 

（回答）スポーツ振興課 

 スポーツ施設の環境整備については、令和２年度策定の総合振興計画実施計画（２０２

１－２０２５）の「スポーツ施設の整備・改修」の中で、市民が身近な場所で誰もが気軽

にスポーツを楽しむことができる場を増やすとともに、性別、障害の有無等にかかわらず、

安全・安心に利用できる施設として利用環境の向上を図ることを位置づけました。 

 サッカーの練習ができる場を設けることについては、市有未利用地等を活用した「スポ

ーツもできる多目的広場」の整備を行っているところであり、引き続き、「サッカーのまち 

さいたま」にふさわしい環境整備に努めてまいります。 

  ・多目的広場等整備事業 ５４，２３１千円 

 

Ⅳ.人権・平和・市民力 

１６．多様な個性・価値観と人権が尊重されるまち  

〇市長マニフェスト「人権尊重と多文化共生の地域社会を目指す」の具現化として、差別

の実態調査を行い、人種・民族差別禁止と被害相談・救済措置を盛り込んだ条例を制定す

ること。 

（回答）人権政策・男女共同参画課 

 差別の実態調査の実施、及び人種・民族差別禁止と被害相談・救済措置を含む条例の制

定については、他自治体における取組や条例等の設置状況を参考にするとともに、本市の

実情に即した取組について研究をし、人権尊重社会や多文化共生社会の実現を目指してま

いります。 

  ・人権政策推進事業 １０，９７４千円の内数 

 

〇困難を抱える女性の支援体制の整備、男女共同参画の着実な推進、ＬＧＢＴＱパートナ

ーシップ制度の着実な実施に向けて、新たなジェンダー平等推進課を設置すること。 
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（回答）人権政策・男女共同参画課 

 困難を抱える女性の支援体制の整備、男女共同参画の着実な推進、ＬＧＢＴＱパートナ

ーシップ制度の着実な実施に向けた推進体制については、人権政策・男女共同参画課を所

管課として、「さいたま市男女共同参画のまちづくりプラン」に基づき、市長を本部長とす

る「さいたま市男女共同参画推進本部」を設置し、全庁的な取組を実施するとともに、男

女共同参画推進センター、男女共同参画相談室において、その具体的な施策を推進してお

ります。今後におきましては、ジェンダー平等の一層の推進へ向けて、より効果的な組織

の在り方について、検討をしてまいります。 

  

〇パートナーシップ宣誓制度の登録制度への見直しとファミリーシップ制度を導入するこ

と。 

（回答）人権政策・男女共同参画課 

 パートナーシップ宣誓制度の登録制度への見直しについては、制度を運用する中で、今

後、改正が必要な点が生じた場合には、その際にご提案の点を含め、より良い制度となる

よう検討してまいります。 

 なお、ファミリーシップ制度の導入については、令和４年１１月１日付で実施いたしま

した。 

 

１７．あらゆる暴力の根絶と支援の強化 

〇ＤＶ被害者への安全確保と自立生活に向けた支援の充実については、民間シェルター、

ステップハウスへの支援を充実し、ひとり親家庭等への支援施策との連携強化を図ること。 

（回答）人権政策・男女共同参画課 

 ＤＶ被害者への安全確保と自立生活に向けた支援の充実については、配偶者暴力相談支

援センターにおいて、電話相談、緊急時に安全を確保するための相談、保護命令に関する

相談、健康保険資格や年金受給等に関し特例措置を受けるための相談を行っております。 

 また、民間シェルター及び民間ステップハウスについては、補助金の交付による財政的

支援を行ってまいります。 

 連携強化につきましては、県・民間支援団体、ひとり親家庭等支援所管課等と引き続き

連携を図り、ＤＶ被害者支援に取り組んでまいります。 

  ・男女共同参画推進センター等管理運営事業（相談・ＤＶ防止事業） 

５，９９３千円の内数 

  ・職員人件費（職員課）（相談・ＤＶ防止事業） ４０，３４９千円 

 

〇性暴力被害者等支援条例を制定し、より具体的な支援策を講じること。特に、性暴力や

セクシャルハラスメントを行った者を、学校に加えて児童関連施設等で採用しない仕組み

をつくり、被害者の立場に立った相談窓口を最適な場所へ新設すること。 

（回答）市民生活安全課 

 性犯罪を含む犯罪被害者支援については、令和３年度からさいたま市犯罪被害者等支援
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条例を施行し、条例に基づき犯罪被害者等見舞金や犯罪被害者等日常生活等支援にかかる

助成金の支給等を行っており、引き続き、庁内外の関係機関と連携を図りながら、支援に

取り組んでまいります。 

  ・犯罪被害者等支援事業 ９，０２９千円の内数 

  ・職員人件費（職員課）（犯罪被害者等支援事業） ５，９４１千円 

 

（回答）人権政策・男女共同参画課 

 性暴力被害者を含むＤＶ被害者への支援については、県・民間支援団体等と連携をしな

がら、被害者の安全確保等を適切に実施してまいります。被害者の立場に立った相談窓口

については、県のワンストップ支援センターを紹介し、相談につなげられるよう努めてい

きます。 

  ・男女共同参画推進センター等管理運営事業（相談・ＤＶ防止事業） 

５，９９３千円の内数 

  ・職員人件費（職員課）（相談・ＤＶ防止事業） ４０，３４９千円 

 

Ⅴ.環境・まちづくり 

１８. エネルギーの地産地消の推進と みどり豊かな都市の創造  

〇衛生協力助成金の上限を引き上げること。 

（回答）廃棄物対策課 

 衛生協力助成金については、自治会を通じた収集所の管理、清潔保持等に要する費用の

一部として交付しており、まずは多くの自治会に活用してもらえるよう、周知広報に努め

てまいります。 

  ・廃棄物処理対策事業（廃棄物対策課）（一部） ６６，４５６千円 

 

〇ごみ減量化のため、家庭ごみにおける植物系ごみの分別とたい肥化を行うこと。 

（回答）資源循環政策課、廃棄物対策課 

 家庭ごみにおける植物系ごみの分別については、市民の負担や環境面、財政面で総合的

に判断し、本市に見合う施策を検討し、効果を検証しつつ取り組んでまいります。 

 なお、たい肥化については生ごみ処理容器等購入費補助制度を通じて生ごみ処理機等の

普及啓発に努めてまいります。 

  ・リサイクル推進事業（生ごみ処理容器等購入費の補助） ５，３６０千円 

 

〇市民環境会議や市民気候会議を設置すること。 

（回答）環境創造政策課 

 市民環境会議については、環境基本計画に掲げる望ましい環境像の実現や基本計画の実

現に向け、市民団体としてさいたま市環境会議が設立されており、環境保全についての情

報発信と普及・啓発、市民、事業者、行政のパートナーシップ等の推進に取り組んでいる

ところです。環境基本計画に掲げる望ましい環境像の実現等に向け、引き続き連携、支援
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等してまいります。 

 市民気候会議については、他自治体の動向を注視しつつ、設置自治体の事例を研究して

まいります。 

  ・環境政策推進事業（さいたま市環境会議事業交付金） ３００千円 

 

〇一般家庭や駐車場向けの雨水浸透桝・トレンチ補助制度を創設すること。 

（回答）環境対策課 

 雨水浸透桝や浸透トレンチの設置については、地下水の涵養と健全な水循環を確保する

観点から、第２次さいたま市環境基本計画別冊「さいたま水と生きものプラン」に基づき、

普及・啓発してまいります。 

 

（回答）河川課 

 雨水浸透桝や浸透トレンチの設置については、流域治水への取組に寄与することから、

「家庭でできる流域治水の取組」として、本市のウェブサイトに掲載し、市民の意識啓発

を図ってまいります。 

 

１９．災害時に命と暮らしをまもる地区防災力の強化向上  

〇避難所運営を通じた中学校における防災教育を継続・拡充すること。 

（回答）防災課  

 発災時における安定的な避難所運営を行うため、地元をよく知り、避難所となる学校を

よく知る地域の中学生が避難所運営に積極的に関わることは大変有効であるため、各区で

行う避難所運営訓練への児童生徒の参加について、小中学校や市ＰＴＡ協議会に働きかけ

を行っており、一部の避難所では、学校の防災教育の一環として、避難所運営訓練に生徒

の参加をいただいております。 

 今後も、教育委員会や関係団体等と連携し、避難所運営訓練への中学生の積極的な参加

を促進してまいります。 

 

（回答）健康教育課 

 「学校における防災教育～災害時に『自助』・『共助』が主体的にできる子どもを育てる

防災教育カリキュラム～」に基づき、教育活動全体を通じて、児童生徒の発達段階に応じ

た防災に関する知識や態度を育成しております。 

 中学生が、災害時に支援者の視点をもつことができるように、研究委嘱校の実践事例を

広めていくとともに、さらに多くの学校が避難所運営訓練に参加するよう各学校へ積極的

に呼び掛けてまいります。 

 

〇災害時要配慮者安全対策要員として助産師のみなさんに協力を得ながら、妊産婦及び小

さい子どもを持つ親子に特化した要配慮者優先避難場所を創設すること。 

（回答）防災課、健康増進課 
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 各避難所では、高齢者や障害者、妊産婦や乳幼児などの要配慮者とその家族等支援者の

ためのスペースを優先的に確保し、要配慮者の特性に応じた受け入れを行うこととしてい

ます。妊産婦や乳幼児に対する支援としましては、授乳スペースの設置や子供の遊び場の

提供など、可能な限りの配慮を行うこととしています。 

 避難所での生活が難しい場合には避難所を巡回する保健師と対応を相談のうえ、福祉避

難所へ移動していただくこととなりますが、より必要性が高い方の避難が優先されること

となります。 

 そのため、健康等に問題がない場合は、家族単位での避難生活等も考慮し、居住地域の

避難所へ避難していただくことになるため、妊産婦や乳幼児に特化した要配慮者優先避難

所の創設は現状難しいと考えております。 

 避難所での身体的、精神的な負担が少しでも和らぐことができるよう、災害時には県の

助産師会へ派遣要請を行い、健康相談や保健指導等を行うこととしており、引き続き県や

助産師会、関係部局と緊密な連携を図ってまいります。 

 

〇避難所となる小学校を含めた学校体育館等へのエアコン（空調設備）等を早期に全校へ

設置すること。 

（回答）学校施設整備課 

 市立小中学校の体育館等へのエアコン設置については、まず中学校の体育館へのエアコ

ン設置を計画的に実施してまいります。 

 なお、小学校の体育館等へのエアコン設置については、小中学校の普通教室、管理諸室

等の老朽化したエアコンの更新、未設置となっている小学校の特別教室へのエアコン設置

も含め、ＰＦＩ等の民間活力を活用する整備手法、スケジュール、財政負担等の検討をし

てまいります。 

  ・小学校施設等整備事業（空調機リフレッシュ事業） ５，７９２千円 

  ・中学校施設等整備事業（空調機リフレッシュ事業） １，７３９，１０８千円 

 

〇エレベーター設置可能な公民館について、整備年次計画を立て、速やかに整備を完了さ

せること。 

（回答）生涯学習総合センター 

 エレベーターの設置については、２階が入口となっている公民館から優先して整備を進

めてまいります。 

 令和５年度は、エレベーター設置工事の基本設計及び実施設計を行います。その他の公

民館につきましては、施設の状況等を勘案しながら整備促進を図ってまいります。 

  ・公民館安心安全整備事業（公民館エレベーター設置事業） ３７，６６２千円 

 

２０．暮らしを支える交通体系の構築  

〇自転車を活用したまちづくりを推進するための拠点施設「サイクルパーク」を整備する

こと。  
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（回答）自転車まちづくり推進課 

 サイクルパークについては、これまで事例収集やニーズ調査及び民間事業者へのヒアリ

ングを行うとともに学識経験者等から意見聴取を行い、方向性の検討、必要な機能や課題

を整理してまいりました。今後は、サイクルパーク構想素案取りまとめに向けて、民間事

業者へのヒアリング結果を受け、民間事業者との連携等について検討するとともに、自転

車文化の醸成に向けたソフト施策を実施してまいります。 

  ・自転車政策事業 ５８，８７１千円の内数 

 

○西浦和駅周辺のまちづくり方針に基づいて事業を着実に推進すること。 

（回答）浦和西部まちづくり事務所 

 西浦和駅周辺のまちづくりについては、令和４年１月に策定した「西浦和駅周辺まちづ

くり方針」に基づき、住民と行政の協働で、地域の特性を生かした個別のまちづくりに取

り組んでまいります。また、基本合意書を締結したＵＲ都市機構とも連携を図りながら、

まちづくりを一層推進してまいります。 

  ・西浦和駅周辺まちづくり推進事業（西浦和駅周辺まちづくりの推進） 

５２，３２７千円 

 

○高齢者・障害者・妊産婦等へのバス無料券配布などの支援を行うこと。 

（回答）交通政策課、高齢福祉課 

 令和３年度から、日常生活に必要な買い物や通院等の移動が困難な高齢者などの外出を

支援することを目的に、高齢者等の移動支援事業を実施しております。 

 バス無料券配布などの割引制度については、現在、民間バス会社が独自に高齢者向け定

期券を発行しており、現在のところ制度化する予定はありません。 

 また、保健福祉局及び都市局で行う高齢者の移動に伴う勉強会の体制を拡大し、部局横

断した検討会議を設置することで、課題の共有やバス運賃助成制度を含めた広く市民が移

動しやすい交通環境の充実に向けて施策等の検討を進めてまいります。 

  ・生涯現役のまち推進事業（高齢者等の移動支援事業） １，９００千円 

  ・バス対策事業（コミュニティバス等の導入及び改善支援） 

１９，３４７千円の内数 

 

（回答）障害支援課 

 バス乗車時の割引制度については、現在、民間バス会社が障害者手帳所持者に対し、普

通乗車券の場合は５割、定期乗車券の場合は３割の割引を実施しております。 

 無料券配布等の支援については、現在のところ、制度化する予定はございませんが、他

市の実施状況等を参考にしながら調査・研究してまいりたいと考えております。 

 

（回答）地域保健支援課 

 妊産婦へのバス無料券配布などの支援については、交通機関の利用状況や必要性の有無
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は個々により違いがあること、全ての妊産婦への経済的支援としては妊産婦健康診査費用

助成を実施していることなどから、現時点では実施の予定はございません。引き続き、国

や他自治体の取り組み状況を確認し、妊産婦への支援を適切に実施してまいります。 

 

〇市内鉄道駅において無人化によってあらゆる人の移動の自由が制限されることのないよ

う常設のスロープの設置等を行うこと。 

（回答）交通政策課 

 鉄道駅のバリアフリー化については、移動等円滑化の促進に関する基本方針に基づき、

対象となる駅について、鉄道事業者と連携し推進を図ってまいります。また、埼玉県鉄道

整備要望や本市が加盟する関連協議会等を通じて、鉄道事業者へ引き続き要望してまいり

ます。 

 

〇慢性化している東西交通の渋滞解消とまちづくりの更なる促進のため、東西交通大宮ル

ートを早期に実現すること。さらに国土交通省において概略ルート及び構造の検討が進ん

でいる「核都市広域幹線道路（埼玉新都心線～東北道付近）」を実現するべく、国、県と連

携して事業推進を図ること。そして、地域交通におけるモビリティの変化を踏まえ、自動

運転技術の実証実験の積極的な実施や導入検討などを行うこと。 

（回答）都市総務課、交通政策課 

 自動運転技術については、国において公道での地域限定の「無人自動運転移動サービス」

を２０２５年をめどに４０か所以上の地域で、また、２０３０年までには全国１００か所

以上で実現を目指す方針が示されております。本市においても、先進技術や法制度等の動

向を注視しながら、本市の交通課題の解決策として自動運転技術が活用できるか、どのよ

うな地域のどのような移動目的として導入すべきかなど、関係事業者や学識経験者の意見

も聞き取りながら、交通政策上の位置づけも含めて検討してまいりたいと考えております。 

 

（回答）交通政策課 

 東西交通大宮ルートの早期実現については、現在整備が進められている宇都宮市の事例

を参考にさいたま市地域公共交通協議会東西交通専門部会にて国の交通政策審議会答申で

示された収支採算性の向上や導入空間の確保などの課題解決に向け協議してまいります。 

  ・交通政策事業（地域公共交通施策検討調査） ２０，５８８千円の内数 

 

（回答）広域道路推進室 

 核都市広域幹線道路については、概略計画の検討や地元調整など、国・県・市で連携を

図りながら積極的に取り組んでまいります。 

  ・広域道路推進事業（広域道路推進事業） ３，７７１，９１３千円の内数 

 

２１．活力を生み出す都市基盤整備  

○荒川河川敷の公園郡の回遊性を向上させ、秋ヶ瀬公園内に野外音楽堂やキャンプ場を整
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備し、日本有数の大規模都市公園として県内外に発信し、観光地化を推進すること。 

（回答）都市公園課 

 荒川河川敷の公園群については、桜草公園と荒川彩湖公園の回遊性を促進するため、案

内板の設置を行いました。また、荒川彩湖公園のアクセス性向上のため、堤防へのスロー

プ設置を行いました。 

 今後、河川を管理する国土交通省や、埼玉県及び関係部局とともに回遊性を高めるため、

引き続き研究してまいります。 

 また、現在、国土交通省が進める荒川第二・第三調節池の整備と併せた水辺空間の利活

用に向けて、国土交通省及び埼玉県と検討を進めてまいります。 

 

○河川に沿ったサイクリングロードの整備とネットワーク化を進めること。 

（回答）自転車まちづくり推進課 

 サイクリングロードの整備とネットワーク化については、サイクリストが気軽に立ち寄

れるサイクルサポート施設の増設を図るなど、サイクリストが気軽に楽しめる環境を整え

サイクリング環境の充実を図ってまいります。 

  ・自転車政策事業 ５８，８７１千円の内数 

 

〇地下鉄７号線延伸に向けた中間駅まちづくりにおいて、木の伐採を最小限に抑えつつ、

樹林地を活用した公園等の施設整備を行うこと。 

（回答）未来都市推進部、みどり推進課、都市公園課 

 中間駅のまちづくりにおいては、地域資源である緑地をできるだけ保存するために、既

存敷地内の緑や周辺農地を活かした土地利用の検討を行います。 

 また、樹林地を活かした公園整備については、地域の意向やまちづくり方針等を踏まえ

ながら、整備の可能性を研究してまいります。 

   ・地下鉄７号線延伸促進事業（一部） ３７，８３５千円 

 

〇土地収用制度の積極的な活用のため、収用手続きへの移行に関して、さいたま市として

のルールを明確にし、まちづくりの加速化を図ること。 

（回答）土木総務課 

 国土交通省通知による一事業用地取得率８０％となった時、又は用地幅杭の打設から 3

年を経た時のいずれか早い時期までに移行するものとされています。市としては、交渉の

状況、供用開始時期など総合的に判断してまいります。 

 

Ⅵ.経済・雇用 

２２．さいたま市の特徴・強みを活かした経済活性化 

○西浦和駅周辺のまちづくりと連携した田島産業集積拠点の整備を促進すること。 

（回答）産業展開推進課 

 田島地区については、新たな産業集積拠点の候補地区の一つとして、他の５地区と合わ
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せて事業化を進めていく方針であり、西浦和駅周辺のまちづくりなど今後の動向を注視し

ながら、引き続き地元の機運醸成を図ってまいります。 

  ・企業誘致等推進事業 ２９７，９３０千円の内数 

 

〇県有地である衛生研究所跡地の利活用について、地域の活性化に寄与するさいたまスポ

ーツシューレの拠点施設整備を視野に入れて埼玉県との協議を積極的に進めること。 

（回答）スポーツ政策室 

 衛生研究所跡地については、県に取得の方向性を示しており、利活用の方向性としてさ

いたまスポーツシューレ構想の更なる推進を図るため、令和４年１０月に定めた「（仮称）

さいたまスポーツシューレ推進施設の整備に向けた基本的な方向性について」に沿った取

組を進めてまいります。 

 

〇新しい働き方をデザインする障害者のための超短時間雇用モデルのさいたま市で導入す

ること。 

（回答）障害者総合支援センター 

 令和４年６月に、週２０時間未満の超短時間雇用モデル（ＩＤＥＡモデル）就労支援事

業を実践している神戸市や川崎市に、電話で就労者数や雇い入れている事業所数など現況

の確認を行い、８月２９日には川崎市を訪問し、実際の運営方法を伺うなど情報収集に努

めております。 

 川崎市では、雇い入れ企業の開拓や障害者の支援は委託事業として行われており、訪問

時は受託事業者にも同席してもらい、話を伺いました。 

 今後、こうした支援事業を本市で導入するかどうかについての検討を進めるにあたり、

関係機関の理解や協力が必要であり、まずは、市内の就労移行支援事業所等向けの講座を

実施し、当該事業所に当該モデルについて知ってもらい、意見を聞く機会を設けたいと考

えております。 

  ・障害者総合支援センター障害者支援事業（超短時間雇用就労移行支援事業所等向け

講座） １００千円 

 

○大宮駅東口の公共施設再編による跡地利用やＧＣＳ構想を早期に実現させること。 

（回答）大宮駅東口まちづくり事務所 

 大宮駅東口周辺地区の公共施設再編については、全体方針を各エリアごとに具体化した

実施方針の策定に向け、調査・検討を行ってまいります。 

  ・大宮駅周辺地域戦略ビジョン推進事業（大宮駅東口まちづくり事務所）（大宮駅東口

公共施設再編の推進） ７,８３６千円 

 

（回答）東日本交流拠点整備課 

 ＧＣＳ構想については、令和２年度末に公表した大宮ＧＣＳプラン２０２０に基づき、

個別プロジェクトの事業化検討や全体事業調整を進めてまいります。 
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  ・大宮駅周辺地域戦略ビジョン推進事業（東日本交流拠点整備課） 

１９８，４１０千円 

 

〇市内中小企業の男女共同参画に関する事業所調査を行うこと。 

（回答）人権政策・男女共同参画課 

 市内中小企業に対する男女共同参画に関する調査については、調査の実施やその方法を

含め、今後研究をしてまいります。 

 

〇労働者協同組合の相談・支援窓口をつくること。 

（回答）労働政策課 

 労働者協同組合の相談・支援窓口については、現在、国において設置されており、設立

の届け出先となる埼玉県とも連携を図り、周知してまいります。 

 

２３．ユニバーサル農業の推進による、さいたま市ブランドを活かした都市農業の振興 

〇６次産業化と農業ＤＸの推進を図るとともに、新規就農者の日々の出荷先の確保を支援

すること。 

（回答）農業政策課 

 ６次産業化と農業ＤＸの推進、新規就農者の出荷先の確保を支援することについては、

ＩＴ技術を活用した装置や施設の購入にかかる経費の一部を補助するほか、付加価値を付

けた販売を支援するため、６次産業化に取り組む方を支援します。また、マルシェなどを

開催し、新規就農者の販路の確保に努めます。 

  ・農業経営支援事業（農業経営安定・生産向上事業）（一部） ２５０千円 

  ・農業経営支援事業（効率的かつ安定的な農業経営の実現） １６，０００千円 

  ・農業経営支援事業（地場産農産物の流通・消費拡大）（一部） １９８千円 

 

〇許可の取り消し、原状回復命令等の権限を行使し、積極的に農地の適正化につとめ、部

局連携を強化しつつ、搬入の続く土砂に関しては早急に土砂搬入禁止区域を設定すること。 

（回答）農地調整課 

 農地法の違反転用に対する処分については、土地の農業上の利用の確保及び他の公益並

びに関係人の利益を衡量して、適切な時期に必要に応じた処分を行ってまいります。 

 また、関係機関とは緊密な情報共有を図りながら、農地の適正化に努めてまいります。 

 

（回答）河川課 

 農地転用の許可要件を遵守せず施工し、隣接する排水路の流下機能が損なわれた場合は、

状況を把握するとともに、関係機関と連携して情報共有を図りながら、関係者に対して排

水路の現状回復を指導してまいります。 

 

（回答）産業廃棄物指導課 
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 土地所有者等の意に反する土砂搬入の続く土地に関しては、土砂のたい積が継続するこ

とにより、人の生命、身体又は財産を著しく害する事態が生じるおそれがあり、かつ、法

令又は他の条例の規定によっては当該事態を回避することが困難であると認める場合、積

極的に土砂搬入禁止区域の指定を検討してまいります。 

 

Ⅶ. 議会改革 

２４．議会の「見える化」の推進を 

○傍聴のできるキッズルーム、電動車椅子席の設置、及び傍聴席のバリアフリーを推進す

ること。  

（回答）秘書総務課 

 傍聴のできるキッズルーム、電動車いす席の設置、及び傍聴席のバリアフリー化につい

ては、各派代表者会議、議会運営委員会などにおける議論を踏まえて検討してまいります。 

 

〇ＳＮＳの活用や子どもが読みやすいページの作成等議会情報の発信を強化すること。 

（回答）秘書総務課 

 ＳＮＳの活用等、議会情報発信の強化については、議会広報編集委員会などにおける議

論を踏まえて検討してまいります。 

 

〇議員の個人のオンライン環境を整えること。 

（回答）秘書総務課 

 オンライン環境の整備については、議会改革推進特別委員会での議論を経て、令和３年

６月から議会棟内にＷｉ－Ｆｉ環境を整備したところです。引き続き、デジタル技術の進

展等に対応した議員の個人のオンライン環境について、特別委員会などにおける議論を踏

まえて検討してまいります。 

 

〇災害や感染症の発生等の委員会の開催場所への参集が困難と判断される場合、妊娠・出

産・育児・疾病・介護・看護等も開催すること。 

（回答）議事課 

 委員が妊娠・出産・育児・疾病・介護・看護等の場合にオンラインによる方法で委員会

を開催することについては、委員会条例の改正を行うことで可能となります。 


